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　本稿は，会計情報として の 磁気帳票等の 記録及 び 保存に着 目 し ， ドイ ツ，ア メ リカ の 動向，電子帳簿

保存法を中心 とした電子帳簿制度の概要， 電子帳簿保存 に伴 うシ ス テ ム 監査の 必要性に つ い て 考察した

もの で あ る．「電 子 帳簿保存法 」 を情報 シ ス テ ム の 規制法で あ る と考えれば ， 申請時には シ ス テ ム 監査

基準 による シ ス テ ム 監査 を導入 して審査 の実行性を高める必要 が ある こ とを主張 した．あわせ て ， 電子

帳簿保存法 の 成立 に よ りEDINET の よ うな会計情報開示 の 電子化 の 推進 に貢献 で きるか とい うこ と に

つ い て も十分 な検討 が なされなければならない と し た ．
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1．は じめ に

　情報化 の 進展 に 伴 っ て ， 会計業務 を コ ン ピ ュ
ー

タで

行 う企業が
一

般的にな っ た．すで に，諸外国で は，帳

簿の 電磁的記録に よる保存を許容す る こ とを 契機 と し

て ，
コ ン ピ ュ

ー
タ会計法規の整備 を行 っ て きた とい う

歴史的な経緯 が ある．

　わが国で は，つ い 最近 まで商法や税法 で帳簿書類の

電磁 的記録保存 を 認 め て お らず，か つ 立 法及び行政と

もに コ ン ピ ュ
ー

タによる会計処理 に配慮 した記帳条件

の 整備に関心 が薄か っ た こ と もあ り，コ ン ピ ュ
ー

タ会

計法規 の 整備を行 っ て こ なか っ た．

　 しか し，平成10年にな っ て ，「電子計算機を使用 し

て 作成す る国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関

す る 法律 」 い わ ゆ る
「
電子 帳簿保存法 」 が制定され，

帳簿書類の電磁 的記録 の 保存 が可能 にな っ た．また，

電 子 商取引を行 っ た場合，取引情報に係わる電磁的記

録の保存が義務づ けられた．こ の 法律 は形式的に は税

法 の 特別法 の 形態 を と っ て い る が ，実質的に は，企業

に お ける コ ン ピ ュ
ー

タ会計 の 規制法 で ある と考えられ

る．

　本稿で は ， こ の よ うな観点か ら会計情報として の 磁

気帳票等 の 記録及び保存に着 目し，ドイ ツ，ア メ リカ

の 動向，電子帳簿保存法 を中心 と した電子帳簿制度の

概要 ， 電子帳簿保存に伴 うシ ス テ ム 監査の 必要性につ

い て 考察 し た い ．

2 ．ドイ ツ ， ア メ リカ に おけ る コ ン ピュ
ータ会計法規

　の整備状況

　わ が 国 の 電子帳簿保存法 を検討す る前に， ドイ ツ，

ア メ リカの コ ン ピ ュ
ータ会計法規の 整備状況を概観す

る．

　 ドイ ッ で は ，1967年及び 1969年の所得税 リヒ トリニ

一79 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Nagoya Bunri University

NII-Electronic Library Service

Nagoya 　 Bunri 　 University

エ ン 第29条第 6項に よ っ て ，年度末に帳簿を完全に 出

力する とい う伝統的な形式 で ，EDV （elektron 孟sche

Datenverarbeitung ； EDV ）会計が認め られ た．ま

た ， 商法上 は1976年 の 改正 に お い て ，帳簿 の 電磁的保

存 の 法的根拠が盛 り込まれ ，
1977年に制定され た ドイ

ツ 国税通則法 に も1976年 の 商法改正 に連動 して帳簿の

電磁的保存 の 法的根拠が整備 され て い る，そ の 後，コ

ン ピ ュ
ー

タ会計の 正規性を ， 実務上 及び運 用 面 に お い

て ，よ り
一
層充実 させ るた め の 措置 とし て ， 1978年に

「
正 規 の コ ン ピ ュ

ー
タ簿記 の 諸原則 （Gnmdsatze

ordnungsmaBiger 　 SpeicherbuchfUrung； GoS）」

が 発布 され ，1995年 に は 最新の も の と して
「
正 規 の コ ン

ピ ュ
ータ簿記シス テ ム の 諸原則（Grttndsatze　ordnungs

maBiger 　DV −gestUtZter　BuchfUrungssysteme 　；

GoBS ）」が発布され て い る．

　他方，ア メ リカ で は ，1961年の ニ ュ
ー

ヨ
ー

クの 事業

会社法が ， は じめて 帳簿の 電磁的保存 を認 め た．そ の

後 ，1964年 発 布 の 内国歳入 庁の
「

歳入 手 続 64−12

　（Revenue 　 Procedure　64・12）」 に よ りコ ン ピ ュ
ータ

会計の整備が 行われ，データ処理 シ ス テ ム の ための 監

査証跡を扱 っ て い る．同手続 は ，1986年 の 改 正 「歳入

手続 86−19」 を経て ， 1991年，

「

歳入 手続91・59」 とし

て 発布 され て い る．

　 両国の コ ン ピ ュ
ータ会計法規の整備状況の 過程と通達，

歳入手続の 概要をまとめると図表 1，2 の ようで ある
1］。

図表 1 ．ドイ ツ に おける コ ン ピュ
ータ会計法規の 整備

状況の 過程と概要

  コ ン ピ ュ
ー

タ会計法規 の 整備状況 の 過程

　 1967年 ， 所得税法によるEDV 会計の容認

　 1976年，商法改正

　1977年 ， 国税通則法 に よ る帳簿の 電磁的保存の 法的

　根拠 の 整備

　1978年，「正規の コ ン ピ ュ
ー

タ簿記 の諸原則（GoS ）」

　発布

　1995年，「正 規の コ ン ピ ュ
ータ簿記 シ ス テ ム の諸原

　則 （GoBS ）J発布

  租税通則法通達 「正規の コ ン ピ ュ
・一一タ簿記シ ス テ

　 ム の 諸原則 （GoBS ）」 の 概要

序論

第 1 章　適用 領域

　 コ ン ピ ュ
ー

タ簿記 の 正規性は，基本 的に ， 手作業 で

作成 され る簿記と同様の 原理に基 づ き判断されなけれ

ばな らな い ，デ
ー

タ媒体 とし て は，画像媒体 の他に，

特 に機械的に 見読可能なデータ媒体も含まれ る．

第 2 章　証憑 ， 仕訳 帳 及 び勘定機能

　 コ ン ピ ュ
ー

タ簿記 で も， 取引が進行的にも，逆行的

に も監査可能 で なけれ ばならない ．利用 され る情報処

理 プ ロ セ ス は
「
処理プ ロ セ ス 」 に 入 力されるす べ て の

情報が把握 され，か つ ，もはやそれを隠蔽で きる もの

で ない こ とを保証 しなければならない ．合計数値を分

解す る場合に は，個々 の項 目 を明瞭 に 示 さなければな

らない ．

第 3 章　記録

　
一

度なされた記帳は変更して はならない ．誤 っ た記

帳 は，訂正記帳 また は 追加記帳 に よ り，効率的かつ 追

跡可能な よ うに ， 修正 され なければな らな い ．した

が っ て，一度遂行 された記帳につ い て は，そ の 後の事

後的変更も ， 必然性も存在し ない ．

第 4 章 内部統制 シ ス テ ム

　 コ ン ピ ュ
ータ簿記 と の 関 連 に お け る 内部統制 シ ス テ

ム の 目的は，記帳及び年次決算書 の法律及び定款に対

す る 適合性 を確実 に し，か つ 企業 の 経済状態 に関す る

全容が 入手 で きるまで の ，記帳義務者を支援する こ と

で ある．内部統制シ ス テ ム は記録 の 提供 と財産保護か

ら判定され る．

第 5 章　デ
ー

タ保全

　 不 正 な情報取得 に 対する デ リケー トな企業情報 の 保

護は，外部監査領域における書類 の 提 出の た め だ けで

は な く，保護 され て い る プ ロ グラム ／デ
ー

タ検索不 能，

破壊及び盗難 の リス クを回 避す るこ とで ある．

第 6 章　文書化及び検証可能性

　 コ ン ピ ュ
ー

タ簿記 の 各 シ ス テ ム につ い て ，文書 を作

成 しなければな らな い ．プ ロ グラム の 同
一

性 を証 明す

る た め ，
プ ロ グラ ム 記録文書が 必要で あ る．

第 7 章 保存期間

　 証憑機能を有するデータは基本的に 6 年間 ， デ
ータ

及 び基本帳簿機能 また は勘定機能を有する その他の 必

要 な記 録 は 基本的 に 10年間保存 しなければな らな い ．

第 8 章　デ
ー

タ媒体に記録 され た 書類 の 再現

　 記帳義務者 は ，記憶され た 記帳，並 び に そ の 理解に

必要な作業手引書及びそ の他 の 組織的書類を い かなる

時で も相当な期間内に見読可能にする こ とを保証しな

けれ ばならない ．

第 9 章　責任

　 コ ン ピ ュ
ー

タ簿記 の場合にも，記帳義務者だけが 責

一80 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Nagoya Bunri University

NII-Electronic Library Service

Nagoya
．
Bunrt

．
Uni ▽ er

’
sity

電 子 帳簿保存 法か らみ た コ ン ピ ュ
ータ会計 とシ ス テ ム 監査

任 を負 う．

図表 2 ．ア メ リカ に おける コ ン ピュ
ー

タ会計法規の 整

備状況 の 過程と概要

  コ ン ピ ュ
ー

タ会計法規の 整備状況の 過程

　1961年，ニ ュ
ー

ヨ
ー

ク事業会社法に よ る帳簿の電磁

　 的保存 の 容 認

　1964年，「内国歳入 庁歳入 手続 64−12」 発布 （コ ン

　 ピ ュ
ータ会計の 整備）

　1986年 ，

「内国歳入庁歳入 手続86−19」 発布 （上記

　 64−12の 改 正 ＞

　 1991年，
「
内国歳入庁歳入手続91−59」 発布

 
「内国歳入庁歳入 手続 91−59」 の 概要

第 1節　 目的

　　 こ の 目的 は 納税者 の 記録 が 自動 デ
ー

タ処 理

　 （Automatic 　Data　Processing： ADP ）シ ス テ ム

　に記録 され る場合に，内国歳入 庁 が必要不可欠 と考

　 え る 基本的要件 を明記す る こ とに あ る と し て い る．

第 2節　背景

　　納税者 は，ADP シ ス テ ム に よ っ て 作成 され る機

　械感知 記録 の 媒体は ，その 内容が重要なもの で あ る

　問は ， そ の 保管 の 義務が求め られ て い る．

第 3節　範囲

　　本 歳入 手続 は，マ イ ク ロ コ ン ピ ュ
ータ ， デ

ー
タ

　ベ ー
ス 制御シ ス テ ム ，電子デ

ー
タ交換技術を使用 し

　 て い るす べ て の シ ス テ ム を含むあら ゆる型の データ

　 処理 シ ス テ ム を包含す るとして い る．

第 4節　税務署長 の 権 限

　　納税者が機械感知記録 の 保管 の 期 限を限定で きる

　か どうか を決定す る た め に ，所轄税務署 長 は 記 録 評

　 価 を行 うもの とす る．また，機械感知記録 の 真 正 性 ，

　 見解可能性 ， 完全性 ，一
貫性 を 保 つ た め に ，定期 的

　 に検査す るもの とする ．

第 5 節　機械感知記録 に 関す る保存の 必要要件

　　 歳入法 の 定めにお い て，重要 で ある ， ある い は重

　 要 とな り得 る もの で あ る 限 り，す べ て の 機械感知記

　録は，これ を納税者が保管 して おか な くて は な らな

　 い ．

第 6節 ハ
ー

ドコ ピーの 記録保存必 要要件に関 しての

　　　　 影響力

　　 本手続 に 規定 して い る以外 には，本手続の 条項は

　 納税者か ら現行 の 法律及び規則が求める通常 の 事業

遂行にお い て作成ある い は受理 され るハ
ー

ドコ ピー

記録の保管責任をまぬがれるこ とはない とされ て い る．

（以下省略）

3．電子帳簿保存法の制定と体系

　帳簿記録 に つ い て は，商法32条に お い て
「
公 正 なる

会計慣行 を斟酌 」 して会計帳簿を作成する と共に
「
整

然 か つ 明瞭に 記載す る こ と」 を要求して い る 以外に定

め は な い ．会 計 の コ ン ピ ュ
ー

タ化 に よ っ て ，コ ン

ピ ュ
ー

タ シ ス テ ム 内の 磁気記憶装置に保存され て い る
．

会計帳簿も法的に帳簿 として認められ るか とい う問題

が 生 じたが ， 法定帳簿は 7 年保存，帳簿代用書類 5年

保存とし 5 年 を経過 した書類の 保存は マ イ ク ロ フ ィ ル

ム によ る保存が 認め られ るに す ぎなか っ た．

　また ， 法人税法におい て は，納税者に対 して 帳簿書

類 の 保存義務を定めて い る （法人税法 126条，150条O ．

2 ）．さらに ，

「

青色 申告制度 」 で は，現 金 出納帳，固

定資産台帳，売掛金，買掛金，経費帳等が最低限備え

付ける帳簿と し て あげられ て い るが，コ ン ピ ュ
ー

タ会

計を意識 して い る規定は なか っ た．つ ま り，帳簿書類

は 紙 で保存す る こ とを前提 とし て い た の で，企業 で は

情報化を進iめる
一・方で ， 紙に よる帳簿 の 作成，保存を

余儀なくされ て い た の で ある．

　 こ の ような背景か ら企業は政府に 帳簿書類 の デ ジ タ

ル デ
ー

タに よる保存を要望 して お り，平成 7 年 3月 ，

情報化に対応す るた め の制度の 見直 し をは か る政府 の

規制緩和推進計画 の
一

環 とし て 電子データ に よる帳簿

保存等 を推進項 目 と し，電 子 データ 保存 に 関する検討

を行 う、こ とを決定 した．国税庁で は，平成 8 年 7乱

国税審議官 の 私的研究会 と して
「
帳簿書類 の 保存等の

在 り方に 関す る研究会コ を設置 した．こ こ で の 研究成

果 は 平成 9 年 3 月．報告書
「
帳簿書類 の 保存等の在り

方に つ い て ）・に よ り公表され，帳簿書類 の 電子データ

保存 の 必 要性 とそれ を実施する場合に おける適性 ・公

正 な税負担 の 確保等 の 観点 か ら条件整備 の 必要性を明

らかに した．国税庁で は，平成 9年11月 に
「

帳簿書類

の 保存等に係 る税制改正要望 に つ い て 」 を取 りまとめ

た ．こ れ をベ ース に平成10年度税制改革に お い て ， 電

子帳簿保存法及 び同施行規則制定が され た の で ある
Z）

．

こ の 体 系は ，図表 3 ．に 示す通 りで ある．
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図表 3．電子帳簿保存法 の 体系

1 ．電子帳簿保存法 （電子計算機を使用 して作成

する国税関係帳簿書類 の 保存方法等 の 特例に関

す る法律）（以下法律 とす る）

2．電子帳簿保存法施行規則 （電子 計算機 を使用

　して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の

特例 に 関する法律施行規則） （以 下 規則 とす る）

3．電子帳簿保存法取扱通達（以下通達とする）

4 ．電子帳簿保存法関係申請書類等の様式の制定
　につ い て

　 こ の 法規の特質は，すで に述べ た ドイ ツ，ア メ リカ

の コ ン ピ ュ
ー

タ会計法規と比 較 して ， まずわが国の コ

ン ピ ュ
ー

タ会計法規が ，税法の 特別 法た る単独法で創

設 され た点 で ある．また，データ媒体 へ の 保存 され た

帳簿書類 の 真実性 を担保す る詳細な条件が施行規則 で

規定され て い る 点もあげられ る．あわせ て ， 後述す る

「
遡及的な訂正 ・

削除処理に関す る担保措置 」，「
取 引

の 追跡可能性 」 ，

「
記録 の 検索可能性 」 とい っ た事項 が

わが国の 会計関連法規 に初 め て 盛 り込まれ た条件も特

筆すべ き点 で ある
3，．

4 ．電子帳簿保存法の 概要

　電子帳簿保存法 は 11か 条 の 条項 と附則 か ら成 り立 っ

て い る．そ の 内容は用語の 定義等 ， 帳簿の 電子化や電

子計算機出力マ イ ク ロ フ ィ ル ム に関する条項，電子取

引情報の保存に関する条項 ， 申請に関する条項で あ る．

〔1）対象 とな る帳簿書類

　対象 となる帳簿書類 は，自己 が一一一
貫 して 電子計算機

を使用 し て作成する帳簿書類で ， 所轄税務署長 の 承認

を受 けた もの である （法律第 4 条）．

  　電子保存の 要件

　電 子保存 の 要件 と し て ，真実性 の 確保と可視性 の 確

保 があげ られ て い る．

  真実性 の 確保

　 a ．訂正 加除の履歴

　　　電子帳簿に 係 る 電磁的記録 の 訂 正 または 加 除を

　　行 っ た 場合に，そ の 事実お よび内容を確認 で きる

　　情報シ ス テ ム を使用し な ければな らな い ．（規則

　　第 3条第 1 項第 1 号イ）

　 b．期間経過後 の 追加入力

　　　電子帳簿に係 る記録事項の 入力を，通常の 入力

　　期間終了後に行 う場合には ， そ の 事実 を確 認で き

　　るよ うに す る こ とが要件とな っ て い る （規則第 3

　　条第 1 項第 1号 ロ ）．

　 C ．帳簿間の整合性確保

　　　電子帳簿 の 記録事項 とこれに関連す る国税関係

　　帳簿 （電子帳簿，マ イ ク ロ フ ィ ル ム ，紙 の 帳簿）

　　の 記録事項 との 間 で，相互 にそ の 関連性を確認す

　　る こ とが で きる よ うに す る こ とが要件とな っ て い

　　る （規則第 3条第 1項第 2号）．

　 d ．シ ス テ ム 処 理 に 関す る ドキ ュ メ ン ト

　　　電子帳簿に係 る処 理過程がわ か るよ うに，シ ス

　　テ ム の 概要，開発 に際 して 作成 した ドキ ュ メ ン ト，

　　シ ス テ ム 操作説明書，事務手続 きに関す る書類 と

　　い っ た シ ス テ ム 処理に関す る ドキ ュ メ ン トを備え

　　付ける こ とを定めて い る （規則第 3 条第 1項第 3

　　号および通達 411）．

  可視性の確保

　 a ．見読装置な どの 備付け

　　　電子帳簿を備付け， 保存する場所に ， 電子帳簿

　　を見読す るた めの 装置 と し て端末 （コ ン ピ ュ
ー

　　タ），プ ロ グ ラ ム ，プ リ ン タ な ど を備付 け る こ と

　　が要件 として 定 められてい る （規則第 3 条第 1項

　　第 4 号）．

　 b．検索機能

　　　電子 帳簿の 記録事項 を検索で きる機能 の 確保 が

　　定 められ て い る．検索機能は，次 の 要件 を満た す

　　必要 があ る （規則第 3 条第 1項第 5 号 ）．そ の 要

　　件 とは ， 主要な記録項 目を検索条件に で き る こ と

　　 （通達4−15），日付または金額に係 る記録事項 は

　　範囲指定 が で きる こ と （規則第 3 条第 1項第 5 号

　　 ロ ），二 以 上 の任意の項 目 を組み合わせ て検索で

　　 きる こ と （通達4−16） で ある．

  　電子 商取引 に 係 るデ
ー

タ保存

　電子商取引に係 るデー
タ保存に つ い て も規定 され て

い る．電子商取引とは，
「
取引情報 （取 引に関 して 受

領 し ， 又 は交付す る注文書，契約書，送 り状，領収書，

見積書そ の 他こ れ らに準ずる書類に通常記載され て い

る事項を い う．） の 授受を電磁的方式に よ り行 う取

引1 （法律第 2条） を意味する．

　また ， 電子商敗引情報の 保存にっ い て は電子商取引

を行 う場合に は ，電子商取引に係る電磁的記録 を保存
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電子 帳 簿保 存法か らみた コ ン ビ＝一一一
タ会計 とシ ス テ ム 監査

するか ，書面また は電子計算機出力マ イ ク ロ フ ィ ル ム

の 形で保存し なければな らな い （法律第10条）．

　以上，簡潔に電子帳簿保存法を概観 したが，直接に

は 監査証跡とい う用語は 用い て い な い もの の
， 電子的

な監査証跡 の 確保な どは詳細に定められ て い る．監査

証跡 とは，一般に次の よ うな こ とをい う
4 ）．

　監査証跡があれば ， 監査人はある取 引記録 が 最終的

に財務諸表の どの 項 目にまとめ られ た の か ，あ る い は

財務諸表 の ある項 目は，ど の取引記録に基づ い たもの

か こ れ で確認 で きる。手記シ ス テ ム に よる会計処理 で

は ， 監査人は ， 取 引記録 （証憑）← → 仕訳帳 （伝票）

← → 総勘定元帳← → 財務諸表 とい う順路で 目で 見て 会

計帳簿の 後をた どれ ば，取引を跡づける こ とが で きた．

こ の 場合 ， 監査証跡は会計帳簿そ の もの で あ っ た わ け

で ある．

　これ に 対 して ，会計処理 を コ ン ピ ュ
ー

タで 実施する

こ とにな っ て か ら，コ ン ピ ュ
ー

タ で し か読め な い 磁気

テ
ー

プ ， 磁気デ ィ ス ク な ど磁気媒体 に 記録 が 変化す る

もの が多くな り，そ の 処理過程 が ブラ ッ ク ボ ッ ク ス 化

したため，処理 の ロ ジ ッ クを人間 の 視覚 で確認する こ

とが で きなくな っ た．そ の た め ，監査証跡が とくに問

題 とされ るの で あ る．現在 で は議論 され る こ との ない ，

コ ン ピ ュ
ータ会計 の 導入 に よ っ て 監 査証跡が 消滅す る

とい う，い わゆる ， 監査証跡消滅論 で ある．

　す で に，ア メ リカ で は ，監査証跡が 充分検索で き る

よ うコ ン ピ ュ
ー

タ会計 シ ス テム の 設計 を求 め て い た．

内国歳入 庁手続64−12で は ，EDP シ ス テ ム は会計

データ の 明細 ， た とえば ， 請求書 ， 証憑等 を，要求 が

あ り次第，内国歳入庁に通知 し，提出で きるように設

計された監査証跡を持 た なけれ ばな らな い ，と規定さ

れ て い る．記録は ，い かなる取 引をも最初の 発生地点

まで さか の ぼ り， ま た は
， 最終 的な合計 に ま で 追跡 す

る こ とがで きな けれ ばならな い ．取引の 処理時にそ の

印字出力が行なわれ な い 場合，シ ス テ ム は こ れ らの 取

引を復元する能力 を有 しなけれ ばならない ， と規定 さ

れ て い る ．な お ，1986年に は 従来 の 内国歳入 庁手続

64・12は廃止 され ， 内国歳入 庁手続 86−19で は デー
タ

ベ ー
ス 管理 シ ス テ ム を含むす べ て の データ処理 シ ス テ

ム に適用され る こ とに な っ た．

　 さて，「
電子 帳簿保存 法 」 で は 監査証跡に つ い て は

極 めて 詳細に規定す る
一

方．帳簿等の 内容を電子保存

し出力で きる の で あれば，帳簿等の電子保存に あた り，

シ ス テ ム の構成，保存 の 媒体 ，保存形式，保存 フ ァ イ

ル 等に つ い て そ の 具体的な内容に つ い て 言及 し て い な

い ．電子化を認 め たもの の，シ ス テ ム の 在り方 として

理想的な 「電子帳簿書類シ ス テ ム 」 を予定するもの で

はな く，一
定 の 条件検索を実行 で き，書面及びそれ と

同内容 の 画面出力 が で きる こ と を前提 と し，そ れ が可

能で あれば他の こ とは問わない の で ある．さらに は，

税務調査に特 に必要 とされ ない デ
ー

タの イ ン テ ィ グリ

テ ィ やシ ス テ ム の セ キ ュ リテ ィ な どは条文に規定せず，

税務調査等に 必 要 で な けれ ばそ れ で よ い とい う考えで

ある．つ ま り ，

「

電子帳簿保存法 」 にお い て 本来の対

象範囲に関 わ る領域 の み を規定す るの で は な く，それ

に関わ る情報シ ス テ ム の在 り方に つ い て もそ の 法規と

し て の 規範性 に 留意す尽き とい う見解 もある
5）．「

電

子帳簿保存法」 は税法 の 特別法 の 形態を とっ て い るが ，

本法を実質的 に 企業に お け る コ ン ピ ュ
ー

タ会計 ひ い て

は情報 シ ス テ ム の 規制法 で ある と考 える とすれ ｝ま，後

述す る シ ス テ ム 監査 の 必要性 と相ま っ て 情報 シ ス テム

関連法規 として さ らなる議論が必要 になる．

5 ．電子帳簿保存法 とシス テ ム 監査

　法律第 6 条で は，帳簿書類の備付けを開始す る目の

3 ヶ 月前 の 日ま で に，電子帳簿 の 種類，電子帳簿の作

成に使用する コ ン ピ ュ
ータお よび プ ロ グラ ム の 概要等

を記載 し た 申請書に必 要な書類 を添付 して ，所轄税務

署長に提出しなければな らな い と定めて い る．こ の 問

題点 は申請書及び添付書類 に よ る書面審査 が主体であ

る点で あ る か ら， 実効性 に は大 い に疑 問が 残 るの で ある．

　例 えば，審査時の 基準を考える と，省庁 間の 垣根は

ある が ， 通商産業省 （現経済産業省） の シ ス テ ム 監査

基準 の 適用 が 考 えられ る
6）

．同省で は ， 昭和62年 1 月，

シ ス テ ム 監査 に 関す るガイ ドライ ン と して ，「シ ス テ

ム 監査基準」 を策定 ・
公表し て い る．つ ま り， 先に述

べ た
「
電 子 帳簿保存法」 で 定 め られた要件につ い て，

申請する情報 シ ス テ ム に対し て 、シ ス テ ム 監査 基準に

基づ き，シ ス テ ム 監査人が シ ス テ ム 監査を行 い 監査報

告書 を添付 し，そ の 内容 を税務署長が審査 し承 認する

制度が必要な の で はないか．そ の 際，シ ス テ ム 監査基

準は 「電子帳簿保存法 」 の 要請 に よ り，な ん らか の 見

直 しや類似 の 基準が必 要に な っ て くる こ とも考 えられ

るが，とりわ け，電子帳簿保存法 の 大 きな 特徴 で ある

L 度作成 した仕訳デ
ー

タは 変更
・削除が で きない シ

ス テ ム で あ る こ と」 ，「一度作 成 し た仕訳デー
タを変

更 ・削除する ときに は，変更 ・削除履歴が残 る シ ス テ

ム で ある こ と」 に つ い て は ， 書面審査 の み で は 特 に疑
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問が残 る．通商産業省 で は 昭和61年か らシ ス テ ム監査

技術者試験を実施 して お り， さらに シ ス テ ム 監査 を実

施 で き る 企業 を外部 シ ス テ ム 監査 を希望す る企業を容

易に 知る こ とが で きるように ， 平成 3 年 3 月 に 「
シ ス

テ ム 監査企業台帳に関する規則 」 （通商産業省告示第

72号）を定め ， シ ス テ ム 監査企業台帳 の 閲覧制度が設

け られ て い る． 「電子帳簿保存法 」 に基づ い て シ ス テ

ム 監査を実施すればシ ス テ ム 監査人 の 職域拡大に繋が

る の で はない か と思 われ る．

　会計情報開示 の 電子化 へ の利用可能性 につ い て も検

討が は か られ なけれ ばな らな い 二 すで に ア メ リカ の

「EDGAR シ ス テ ム （Electronic　 Data　Gathering，

Analysis　and 　Retrieval　System）」 など で は電子 メ

デ ィ ア に よ る財務情報の 開示 が 行われ て い る し，わが

国で も証券取 引法の改正 に より， 平成 13年 6 月か ら，

有価証券報告書な どの 金融庁 （受理 は財務 局） へ の 電

子提出 が 開始され ， 平成16年 6 月か らは，紙 で の 提出

が全廃される こ ととな っ て い る．こ の よ うな電子化は

「EDINET （Electronic　Disclosure　for　Investor’s

NETwork ）」 と呼ばれ る コ ン ピ ュ
ータシ ス テ ム によ り

実施され る
7）、

　 電子帳 簿保存法 の 成立 に よ り ， EDINET の よ うな

会計情報開 示 の 電 子 化 の 推進 に 貢献で きる か とい うこ

とにつ い て も十分な検討が なされなけれ ばな らな い ．

当然 そ こ で は，情報 の 信頼性 を担保する シ ス テ ム 監査

の 重要性が増 して くる と考え られる．

6．むすび　　　　　　　
一

　諸外国で は，帳簿の 電磁 的記録に よ る保存を許容す

る こ と を契機 とし て，コ ン ピ ュ
ー

タ会計法規 の 整備を

行 っ て きた とい う歴史的な経緯があ る．例えば ， ドイ

ツ で は ，1978年
「
正 規 の コ ン ピ ュ ・一一タ簿記 の 諸原則

（GoS）」，1995年 「正 規 の コ ン ピ ュ
ー

タ簿記 シ ス テ ム

の 諸原則 （GoBS）」 の 発 布 で ある．また，ア メ リカ

で は，1964年 「内国歳 入庁歳入 手続64・12」，1991年
「
内国歳入庁歳入 手続91−59」 の 発布 で ある．

　わ が 国で は ， 諸外 国よ りか な り遅 れ ，平成 10年に

なっ て，「
電子計算機 を使用 して 作成する 国税関係帳

簿書類の保存方法等の 特例に 関す る法律」 い わ ゆる

「
電子帳簿保存法 」 が制定され，帳簿書類の電磁的記

録 の 保存が 可能に な っ た ．ま た ， 電 子 商取引を行 っ た

場合 ， 取 引情報に係わ る電磁的記録 の 保存 が義務づ け

られ た．

　 「電子帳簿保存法」 で は 監査証跡に つ い て は極 めて

詳細に規定する
一

方，帳簿等の 内容を電子保存し出力

で きるの で あれ ば，帳簿等の 電子 保存 に あ た り，シ ス

テ ム の構成 ， 保存の媒体 ， 保存形式 ，保存フ ァ イ ル 等

に つ い て そ の 具体的な内容にまで 言及 して い ない ．ま

た ，

一
定 の 条件検索を実行で き， 書面及びそれ と同内

容 の 画面出力 が で きる こ と を前提 と し，それ が可能で

あれば他の こ とは問わない ．さ らには，税務調査 に特

に 必要 とされ ない デー
タの イ ン テ ィ グ リテ ィ や シ ス テ

ム の セ キ ュ リテ ィ などは条文に規定 して い な い ．つ ま

り，税務調査等に 必要 で な ければそれ で よい とい う考

えで ある．

　 こ れ に対 し て ，
「
電子帳簿保 存法 」 にお い て本来の

対象範囲にかかわる領域 の み を規定する の で はな く，

それ に関わる情報シ ス テ ム の 在 り方 につ い て もそ の法

規 として の 規範性に留意す べ き とい う見解もある．

「電子帳簿保存法j は税法 の特別法 の 形態 をとっ て い

る が ， 本法を実質的には，企業に お け る コ ン ピ ュ
ー

タ

会計ひ い て は情報シ ス テ ム の規制法 で ある と考え る と

すれば ， シ ス テ ム 監査の 必要性 と相ま っ て 情報シ ス テ

ム 関連法規 と し て さらな る議論が必要 に なる．も し そ

うで あるとすれ ば，申請時に は シ ス テ ム 監査基準に基

づ くシ ス テ ム 監査 を導入 して審査 の 実行性 を高め る必

要があるの で はな い か と考え る．

　 さらに は ，電子帳簿保存法の 成立 に よ りEDINET

の ような会計情報開示 の 電子化 の 推進に貢献で きるか

とい うこ と に つ い て も十分 な検討 が な され なければな

らな い ．

注

1）図表 1． 2 の 作成 で は次 の 文献 もあわせ て参考に

　 して い る．

　松沢　智編著 rコ ン ピ ュ
ー

タ会計法概論』，中央経

　済社 ，
1998年．

　坂本孝司
「
ドイ ツ とア メリカ の最新 コ ン ピ ュ

ー
タ会計法

　規」， 『TKC 会報（3 月号別冊）』，1997年 3 月 1 日．

2）戸 田昭直 「磁気帳簿に つ い て の
一

考察 」， 『浜松短

　期大学研 究論集』，第54号，1998年 12月，84・86頁．

3 ）松沢　智編著，前掲書，43−44頁．

4 ）吉 田　洋
「
監 査証跡概念の 変化 」，『名古屋文理短

　期大学紀要』， 第 19号 ，
1994年 4 月，21頁．

5 ）和貝享介 「帳簿の 電子化保存とシ ス テ ム 監査環境

　 の 諸問題 」，『シ ス テ ム 監査』Vol．13　 No ．1，1999

　 年 9月，81・88頁．

6 ）情報 シ ス テ ム に関す る基準につ い て は，こ の ほ か
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Nagoya Bunri University

NII-Electronic Library Service

Nagvya 　Bunri 　University

電子 帳 簿保存法か らみた コ ン ピ ュ
ータ会 計 と シ ス テ ム監 査

に情報シ ス テ ム コ ン トロ
ー

ル 協会 （ISACA ） の シ

ス テ ム 監査基準，財務諸表監査に関す る基準 で は あ

　るが ，国際会計士 連盟 （IFAC） の 国際監査実務委

員会 （IAPC） が 公表 して い る 国際監査基準の 中に

コ ン ピ ュ
ー

タ情報シ ス テ ム （CIS）に触れ て い る部

分があ る．また，日本公認会計士 協会情報シ ス テ ム

委員会告 で は，研 究報第 14号 「会計情報 シ ス テ ム の

一般的具備要件」 平成 8 年10月 1 日 を公 表し て い る．

7 ） 日本公認会計士 協会の対応に つ い て は次に詳 しい ．

　日本 公認会計士 協会情報 シ ス テ ム 委員 会研究報告第

　19号 「
財務諸表及び監査報告書 の 電子化 とそ の 対応

　 （中間報告）」 平成12年 7 月 6 日．
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